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第第１１章章  ごごみみゼゼロロ社社会会実実現現ププラランンのの基基本本的的なな考考ええ方方  

１ ごみゼロ社会実現プラン策定（改訂）の趣旨 

三重県では、これまで「最適生産・最適消費・廃棄ゼロ」を基調とした持続可

能な資源循環型社会の構築をめざし、ごみの排出抑制、再使用、再生利用や広域

処理システムの構築などに対処してきました。 
この結果、アルミ缶やペットボトル、びん等の飲料容器、新聞紙、段ボールな

どは、資源としての有効利用が進み、資源化率も向上し続けています。 
しかし、県内の一人当たりのごみ排出量については、若干の増減はあるものの、

１０年前とほとんど同じレベルで推移しており、排出されたごみの８０％は、焼

却又は埋立という方法で処分されています。 
この適正処分を中心とする現在のごみ処理システムは、温暖化ガスや有害物質

の排出など環境に対する負荷や、資源の浪費、ごみの収集・運搬、処分に要する

費用の確保といった大きな問題を抱えています。この状態がさらに続けば、地球

温暖化の進行や資源の枯渇などの環境問題が深刻化するとともに、施設の更新に

伴う膨大な費用負担、埋立処分場の残存容量のひっ迫といった事態を招き、シス

テム自体が破綻しかねません。 
こうしたことから、三重県は「ごみを出さない生活様式」や「ごみが出にくい

事業活動」が定着し、ごみの発生・排出が極力抑制され、排出された不用物は最

大限資源として有効利用される「ごみゼロ社会」の実現をめざすこととしました。 
この「ごみゼロ社会」実現のためには、ごみに関わりのあるあらゆる個人・組

織が、ごみをなくそうとする熱意、相互の連帯協力、実践における忍耐力を長期

間維持しつつ、ごみ減量化の取組を継続していく必要があり、住民、企業、民間

団体、市町、県など多様な主体の連携・協働が不可欠です。そして、多様な主体

が、一つの目標に向かって長期間協働していくためには、地域社会のあるべき姿

や明確な理念、取組の方向性等を共有しながら、計画的に取り組むことがとても

大切となってきます。 
このため、住民、事業者、市町等との協働のもとに、「ごみゼロ社会」実現に

向けた長期的なビジョンを示す「ごみゼロ社会実現プラン」（以下、「プラン」と

いう。）を平成１７年３月に策定しました。 
プラン策定後、５年が経過し、この間、ごみ減量化やリサイクルに向けての社

会経済情勢の変化や技術の進歩、国内外における新たな取組が見られたことから、

これらを踏まえ、この度プランの短期目標年度にあたり、数値目標をはじめ内容

の見直しを行いました。 

２ プランの位置付けと性格 

プランは、三重県において「ごみゼロ社会」を実現するため、概ね２０年先の

将来を見据えて、住民、事業者、行政など地域の各主体が、自らの行動の変革に

継続的に取り組むべく、目指すべき具体的な将来像とその達成に向けた道筋を示

す長期の計画です。 

また、プランは、法律等に基づき定める計画ではなく、県が平成１５年１１月

２５日に公表した「ごみゼロ社会実現に向けた基本方針」に基づく任意の計画で

あり、住民、事業者、市町等の幅広い参画のもとに策定したものです。 
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県は、プランにおいて、説明責任を負うとともに、自ら講じるべき施策につい

て主体的に取り組むなど、ごみゼロ社会の実現に向け率先してその役割を果たす

ことに努めます。 

住民、事業者、市町等は、その自発的、主体的な意思決定により、プランを自

らの行動の指針とし、それぞれの活動（生活、事業、行政）においてごみ減量化

の取組を実践していきます。 

３ 関連する主な行政計画 

プランと特に関連の深い行政計画として、以下のものがあります。 

（１）三重県環境基本計画（現在策定中） 

三重県環境基本条例に基づく法定計画であり、プランの上位計画です。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【位置付け】三重県の環境保全に関する取組の基本方向を示すマスタープラン。 

【性格】三重県が主体となって施策を展開し、県自らが率先して環境保全に努めるこ

とを明らかにした行政計画。また、県民、事業者や市町村を計画の推進主体とし

て位置づけ、各主体に期待される役割と実践すべき取組の方向を示している。 

【目標年度】２０１０（平成２２）年度 （平成１６年６月策定） 

【基本目標】 

 

（２）三重県廃棄物処理計画（現在策定中） 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）に基づ

く法定計画であり、プランと重なる部分がありますので、今回整合を図ってい

ます。 

Ⅰ『環境への負荷が少ない資源循環型社会の構築』 

対象：資源循環、地球温暖化、大気環境、水環境、化学物質対策 

Ⅱ『人と自然が共にある環境の保全』 

対象：多様な自然環境、生物の多様性、自然とのふれあい、森林や農地等の環境保全 

Ⅲ『やすらぎとうるおいのある快適な環境の創造』 

対象：身近な自然環境（緑、水辺・海辺、野生動植物の生息地等）、景観、歴史的･文化的

環境 

Ⅳ『自主・協働による環境保全活動の促進』 

対象：環境経営、環境教育・学習、地域での環境保全活動、国際的な環境保全協力・貢献

【位置付け】三重県内における廃棄物の減量その他その適正な処理に関する計画。 

【性格】廃棄物の排出抑制、再生利用など減量化を促進し、また、その適正な処理

体制を整備して不適正な処理を防止することにより循環型社会を構築するとと

もに、社会経済情勢の変化に適切に対応し、県民の生活環境の保全と県内産業

の健全な発展を確保する必要があることから、県民、事業者、行政が、主体的

にあるいは連携、協働して取組を進めるための行動指針として策定。 

【目標年度】２０１０（平成２２）年度 （平成１６年３月策定） 

【基本目標】１．環境経営の推進による社会基盤の充実 
２．持続可能な資源循環の実現 
３．安全・安心な廃棄物処理の確立 
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【プランと関連する主な県の計画】 

 

  
三重県環境基本条例(H7.3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）市町の一般廃棄物処理計画 

廃棄物処理法に基づく法定計画であり、ごみ処理基本計画はごみの減量化を

めざすという点でプランの市町版とも言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【位置付け】長期的視点に立った市町の一般廃棄物処理の基本方針となる計画。ご

みに関する計画と生活排水に関する計画から構成される。      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【共通計画事項】 

・ 基本方針：廃棄物処理をめぐる社会経済情勢や地域の開発計画、住民の要望等

を踏まえて、当該市町村における一般廃棄物処理の基本方針を明示。 

・ 目標年次：当該計画の目標年次は原則として計画策定時より10～15 年後程度。

・ 排出状況：目標年次における一般廃棄物の排出量及び質の種類別推計。 

・ 処理主体：目標年次における一般廃棄物の種類別、処理の区分別処理主体。 

・ 処理計画：基本方針に沿って、目標年次におけるごみの種類別、処理主体別に

整合を図り定めること。計画実現のための施策もごみの種類別に明示。

県民しあわせプラン 
（三重県総合計画） 三重県環境基本計画(策定中) 

「ごみゼロ社会」実現に向けた基本方針(H15.11) 

「ごみゼロ社会実現プラン」 三重県廃棄物処理計画(策定中) 
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（３）推進主体：県、市町及び県民   
ごみの減量化については、ごみの発生から処分までの各段階で、各主体の責

任の重さ、役割の大きさは異なり、また、同じ発生抑制の取組にしてもごみ減

量化の手法（施策、事業の内容）により各主体の位置づけもさまざまですが、

大切なことは、それぞれが果たすべき役割をきちんと認識し、目標とプロセス

を共有しながら一体となって取り組んでいくことです。 
 

県民とは…（「県民しあわせプラン」より） 

一人ひとりの個人をはじめ、ＮＰＯ、ボランティア、自治会等地域の団体、企

業(事業者)など、“しあわせ創造県”に取り組む多様な主体の総称 

 
 
 

なお、市町については、法律に基づき一般廃棄物を適切に処理する立場にあ

り、プランの推進における役割が非常に大きいことや、県と市町の計画の整合

を図る必要があることなどがありますので、プランに準じて市町の一般廃棄物

処理基本計画を策定・改定し、地域の特性、実情等に応じて取組を推進するこ

とが求められます。 

 
（４）県の役割について 

プランの推進にあたり県は、住民や事業者ではできないことや非効率になっ

てしまうことで、市町境を越える広域的な課題への対処や、市町規模では財政

的若しくは制度的に困難な、又は、非効率な取組、さらには、多様な主体が参

画するプロジェクトなどに関して、市町村等に対する情報提供や財政支援等の

サポート、事業のコーディネート、仕組みの提案などを行います。 
また、上記のような役割の中で県は、リーダーシップを発揮し、広域的な見

地からのマネジメント、国や産業界との連携による取組など県レベルでの活動

を積極的に推進していくとともに、自ら講じるべき施策について主体的に取り

組んでいきます。 
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【役割分担のイメージ】 
ごみの発生から処分までの各段階において、各主体がそれぞれの役割を認識

しながら連携・協働していく必要があります。下図は、市町と県民の役割分担

のイメージです。また、吹き出し  の中は、「廃棄物処理法」に定められた

一般廃棄物に関する各主体の責務です。国及び県については、以下のとおりで

す。 
・ 都道府県は、市町に対し、その責務が十分に果たされるよう必要な技術的援助を与えること。  
・ 国は、廃棄物に関する情報の収集・整理・活用や廃棄物処理に関する技術開発の推進を図り、
国内の廃棄物の適正処理に支障が生じないよう適切な措置を講ずるとともに、市町村、県に対し、
その責務が十分に果たされるよう必要な技術的・財政的援助や広域的な調整を行うこと。  

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 市町 
住民 

（排出者） 

自治会･NPO等
民間団体（公益

的事業の主体） 

事業者 
（排出者） 

事業者 
（生産・販売者）

物の製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等が終局的
には必ず廃棄物となることを考え、適正な処理が困難にならない
ような製品等の開発を行うこと。製品等に係る廃棄物の適正な処
理方法などの情報提供等により、その製品等が廃棄物となった
場合に適正な処理が困難とならないようにすること。 

一般廃棄物処理の責任主体 
区域内の一般廃棄物の減量
に関し住民の自主的な活動の
促進を図り、一般廃棄物の適
正な処理に必要な措置を講ず
るよう努めるとともに、一般廃棄
物の処理に関する事業の実施
に当たり、職員の資質の向上、
施設の整備及び作業方法の
改善を図る等その能率的な運
営に努めること。 

事業活動に伴って生じた廃
棄物を自らの責任において
適正に処理すること。事業活
動に伴って生じた廃棄物の
再生利用等を行うことにより
その減量に努めること。 

廃棄物の排出抑制、再生品の使用
等による廃棄物の再生利用、廃棄
物の分別排出、その生じた廃棄物
をなるべく自ら処分すること等によ
り、廃棄物の減量等の適正処理に
関し国及び地方公共団体の施策に
協力すること。 

発生抑制 
○ 

 

○ 
物の長期使用、過

剰消費抑制 

○ 
 

○ 
物の長期使用 

◎ 
製品の長寿命化、容

器包装の削減 

排出抑制 

◎ 
集団回収、生ごみ

堆肥化等住民活

動支援、有料化等

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ付与 

◎ 
集団回収協力、生

ごみ堆肥化、ﾌﾘﾏ・

ﾘｻｲｸﾙｼｮｯﾌﾟ活用

（売却） 

◎ 
集 団 回 収 ・ 生ご

み堆肥化・ﾌﾘﾏ・ﾘ

ｻｲｸﾙ等非営利

事業実施 

◎ 
生ごみ堆肥化、 

資 源 ご み の 分

別徹底による再

資源化 

◎ 
廃家電製品引き取

り、資源ごみ店頭回

収売却 

再使用 ○ 

◎ 
ﾌﾘﾏ・ﾘｻｲｸﾙｼｮｯﾌﾟ

活用（購入）、ﾘﾀｰ

ﾅﾌﾞﾙ容器利用 

○ 
ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ容器普

及ｼｽﾃﾑ運営 

◎ 
ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ容器利

用 

○ 
ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ容器生産・

販売 

再生利用 
◎ 

再資源化に適した

分別収集 

◎ 
分別徹底、再生利

用品購入・使用 

○ 
再資源化ｼｽﾃﾑ

運営支援 

◎ 
分別徹底、再生

利用品購入・使

用 

◎ 
再生利用に適した製

品開発・生産、再生

資源優先利用、再商

品化費用負担 

適正処分 ◎   ○ ○ 

普及啓発 

◎ 
分別収集方法・コ

スト等ごみ行政に

関する情報提供 

○ 
子どもたちへの

教育、相互啓発

◎ 
環境学習の機会

提供、人材育成

○ 
従業員への啓

発 

○ 

  ※ 注１）法的な責務や取組の効果、社会的な影響などの度合いから、より中心的な役割を担うと

思われる主体を◎で示しました。また、具体的な取組内容は例示です。 
注２）「自治会、ＮＰＯ等民間団体」とは、自治会・子ども会・ＰＴＡ等の地縁型団体や地域の特

定課題の解決に取り組む団体などの“地域団体”、各種市民活動団体、ボランティア団体、

ＮＰＯ法人、社会福祉協議会、財団などを含んでおり、広く民間非営利の団体を意味する。 









 

図７ ごみの資源化率の推移
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％

三重県 全国

容器包装廃棄物の資源化については、平成９年の容器包装リサイクル法の一部施

行、平成12年からの完全施行により、年々分別収集への取組市町数が増え、分別

収集量も増加傾向にあり、平成21年度実績では、ガラス、ペットボトルについて

は90％以上の実施率となっています。しかしながら、その他紙製容器包装、白色

トレイの収集実績はそれぞれ6％、20％に止まっており、分別収集計画から遅れて

います。 

また、容器包装リサイクル法による分別収集は、その他紙製容器包装で５割の

市町、白色トレイでは６割の市町に止まっています。 

図８ 容器包装リサイクル法に基づく分別収集量の推移

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

平成１7年度 平成１8年度 平成１9年度 平成20年度 平成21年度

ｔ

無色ｶﾞﾗｽ 茶色ｶﾞﾗｽ その他ｶﾞﾗｽ その他紙製容器

ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ その他ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器 白色ﾄﾚｰ ｽﾁｰﾙ缶

ｱﾙﾐ缶 紙ﾊﾟｯｸ 段ﾎﾞｰﾙ  

 
ウ 最終処分 

ごみの最終処分量は、容器包装リサイクル法による容器包装廃棄物の分別収集な

どにより資源化量が増加したため、年々減少しており、平成21年度で65千ｔとなっ

ています。65千ｔのうち直接埋立量が37千ｔ(57％)で、焼却残さの埋立量が12千ｔ

(18％)、焼却施設以外の処理残さが16千ｔ(25％)となっています。 

平成14年度と比較すると、平成21年度の最終処分量の実績は約57％の減少とな

っていますが、１人１日当たりの最終処分量で見ると、平成20年度の実績は103g
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となっており、全国平均119ｇに比べ低い水準にあります。 

図９ ごみの最終処分量の推移
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③排出・処理の全体の流れ 
平成21年度に三重県内で発生した一般廃棄物（ごみ）の排出及び処理の全体の

流れは次のとおりです。 
  

図10 ごみの排出及び処理の状況（平成21年度） 

                                                                        

（単位：トン／年）

県内総ごみ排出量

427,338

87,060

64,586

直接埋立量

自家処理量 生活系ごみ 事業系ごみ

679,773

476,621

203,796

中間処理後資源化量

資源化総量最終処分量

直接焼却量

25,776

53,006(8%)

直接資源化量

177,376

県内総ごみ排出量
市町処理量

653,997(100%)

947

集団回収量

焼却処理量

36,599(6%) 415,654(64%) 86,678(13%) 62,060(9%)

その他中間処理量ＲＤＦ化量

 
 

 

注）（ ）内は市町処理量に対する割合です。 
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３ ごみの組成（平成 21,22 年度に県内９市町で実施した可燃ごみ組成分析から） 
 
（１）可燃ごみの組成 
    可燃ごみの組成については、重量比で「厨芥類等」が４～５割、「紙類」

が２～４割、を占め、「プラスチック類」はプラスチック製容器包装の分別

収集の実施の有無がその割合に影響しますが、実施している市町では１割

弱程度、未実施の市町では１割強となっています。容積比では、「紙類」と

「プラスチック類」の割合が高く、両者で全体の７～９割近くを占めてい

ます。 
容器包装リサイクル法により、プラスチック製容器包装を分別収集して

いる津市、鳥羽市、菰野町や、プラスチック類を不燃ごみで収集している

四日市市の「プラスチック類」の割合は他市町に比べ低くなっています。 
 <重量比による可燃ごみの組成>        <容積比による可燃ごみの組成> 

 
 
 
 
 
 
 
 
 0 20 40 60 80 10

 
 
（２）可燃ごみに含まれる紙類の組成 
    可燃ごみに含まれる紙類をさらに「容器包装」と「使い捨て用品」（「テ

ィッシュ等」、「紙おむつ等」）、「その他紙類」に分けると、重量比では、「使

い捨て用品」が２～５割を占め、「容器包装」は２～３割となっています。

容積比では、「使い捨て用品」が１～３割を占め、「容器包装」は３～５割

となっています。 
容器包装リサイクル法により、紙製容器包装を分別収集している鳥羽市

では、「容器包装」の割合は他市町に比べ低くなっています。 
 <重量比による可燃ごみの組成>        <容積比による可燃ごみの組成> 
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容器包装 ティッシュ等 紙おむつ等 その他紙類 容器包装 ティッシュ等 紙おむつ等 その他紙類



（３）可燃ごみに含まれるプラスチック類の組成 
    可燃ごみに含まれるプラスチック類をさらに「容器包装」と「容器包装

以外」の２つに分けると、重量比では、「容器包装」が全体の７～８割を占

め、容積比では６～９割を占めています。 
容器包装リサイクル法により、プラスチック製容器包装を分別収集して

いる鳥羽市、菰野町の「容器包装」の割合は他市町に比べ低くなっていま

す。 
<重量比による可燃ごみの組成>      <容積比による可燃ごみの組成> 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

0 20 40 60 80 100

津市

四日市市

伊勢市

名張市

尾鷲市

亀山市

鳥羽市

志摩市

菰野町

(％)

容器包装 容器包装以外

0 20 40 60 80 100

津市

四日市市

伊勢市

名張市

尾鷲市

亀山市

鳥羽市

志摩市

菰野町

(％)

容器包装 容器包装以外

（４）ごみの組成と地域特性（平成 22 年度に調査した津市における地域特性） 

    ごみの組成を「住宅地域」、「農村地域」、「住商混在地域」、「単身アパー

ト」に分けてみると、「住宅地域」、「農村地域」ではそれほど大きな違いは

なく、重量比では「厨芥類等」が５割前後、紙類が３割前後とよく似た組

成となっています。ただし、「農村地域」では「繊維類」が少し高い割合を

示しています。 
   「住商混在地域」では、「厨芥類等」の割合が重量比、容積比とも若干低

く、「紙類」の割合が若干高い割合を示していますが、総じて「住宅地域」、

「農村地域」、「住商混在地域」のごみ組成はよく似ています。しかし、「単

身アパート」では、重量比、容積比とも「厨芥類等」の割合は低く、「繊維

類」や「プラスチック類」の割合が高い特徴を示しています。 
   <重量比による可燃ごみの組成>      <容積比による可燃ごみの組成> 
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４ ＮＰＯ等団体の意識（調査中）  
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２ プランのめざす地域社会の姿 
プランの究極の目的は、「ごみゼロ社会」の実現を通して“持続可能な資源循環

型の地域社会”を構築し、現在及び未来の世代の安全で豊かな生活を実現するこ

とです。このような観点から、各主体の取組が十分なされることを前提として、

さまざまな角度から“プランのめざす地域社会の姿”をイメージとして描いてみ

ました。 
《２０年後の地域社会のイメージ》 
●農山漁村地域においては、 

地域の自然環境や生活文化などの価値が再認識され、循環を基調としたライフスタイ

ルが定着しています。人々は、自分たちの住む地域の豊かな環境の恵みが生活を豊かに

してくれることを実感しつつ、自然と共生した暮らしを営んでいます。安全で安心な食

材が提供される地産地消の取組が進展し、朝市や地場のものを扱う商店が賑わうなど、

地域が活気で溢れています。 

森林資源をはじめ地域の再生可能な資源が最大限活用され、地域の持続的な発展を可

能にする経済システムの素地ができつつあります。例えば、生ごみは資源として有効利

用され、堆肥や飼料、バイオマスエネルギーなどに形を変えて、農林水産物の生産や地

域内のエネルギー循環に役立てられています。 

●都市地域においては、 

持続可能性の視点からこれまでの都市の生活が見直され、環境への配慮を最優先する

ライフスタイルが定着しています。人々は、四季の移り変わりを感じるゆとりや精神的

な充足感を大切にし、ゆっくりとした、それでいて質の高い暮らしを営んでいます。無

垢の木材など真の循環型素材を使った製品や利便性より環境性を重視した製品、古き良

き日本の伝統文化や地域の歴史文化に根ざした商品が人気を集めています。 
中心市街地では、リサイクルショップやフリーマーケットが賑わい、ごみの減量化だ

けでなく地域経済の活性化やさまざまな交流の促進に一役買っています。 
郊外では、地域住民組織やＮＰＯ、ボランティアが中心となり、地域ぐるみで集団回

収やリサイクルなどの活動が活発に行われています。こうした動きを契機として人と人

とのつながりが生まれ、お互いの顔が見える安心感、地域での支え合いを生む連帯感な

どコミュニティの基盤が再生しつつあります。 

●家庭においては、 

もったいないという気持ちや環境を考えながら行動することが当たり前になり、手作りをすると

か、物を大切に使うといったこだわりが、日常生活の中での満足感、充実感につながっていま

す。また、自らの環境配慮への取組が、地域環境の保全等に役立っていることを理解し、そこ

に自分なりの価値を見いだしています。 

 例えば、家電製品や家具など耐久消費財は、長く使えるものを選び、直せるものは修理して

使っています。食料品は、必要なだけ買い、工夫してムダなく調理しています。衣料品は、材質

的にも長く着ることができ、愛着の持てるものを、必要なだけ買い、ほころびを繕う、子供服にリ

フォームするなどして長く使っています。一定期間で買換えが必要となる物やある一時期にし

か使用しない子供用品などについては、リサイクルショップやレンタル・リースサービスなどを積

極的に利用し、賢く合理的に消費するようになります。 

買物の際には、買物袋などを持参し不要な容器や包装はもらわないようにしたり、使い捨て

商品はなるべく買わず、リターナブルびんを使用した製品や再生品、詰め替え製品を購入した

り、環境負荷の小さいサービスを利用するなど環境に配慮した行動とっています。 

まだ使えるが要らなくなった物は、知人にゆずるか、バザーやフリーマーケットなど

へ提供します。その他の不用物で、空き缶や空き瓶、古紙など資源として有効利用でき

る物は、必ず資源回収や販売店の店頭回収に出しています。 
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●子どもたちにとっては、 

子どもたちの健全な成長に好ましい環境が広がっています。食卓には、地域の食材を

生かした料理が並び健康が保たれています。また、食べ物を粗末にしない習慣が身に付

いています。子どもたちが（大人も同じですが）、身近な自然に親しんだり、不用品や自

然の素材を創意工夫により遊びや学習に生かすといった機会が増え、既製のおもちゃや

ゲーム、お菓子など単なる消費活動で手に入れた物では得られないさまざまな経験や感

動、発見をしています。環境学習やリサイクル等の活動を通じて、地域社会のことを体

験的に学んだり、世代を越えた交流を行ったりすることで、子どもたちの豊かな感受性

や創造性が育まれています。         

●サービス業においては、 

これまでの「機能を物として販売」する形態のサービスではなく、「機能そのものを販

売」する形態のサービスが多様化、高度化し、大きくシェアを伸ばしています。例えば、

さまざまな製品のリースやレンタル、修理や維持管理などのサービスが、どこでも受け

られます。 
飲食サービスについては、リユース容器が主流となり、使い捨ての容器はほとんど使

われなくなりました。また、そこからの生ごみは、堆肥やバイオガスとして有効利用さ

れています。スポーツ施設や文化芸術施設などでも、繰り返し使えるリユースカップが

使われています。リユース容器システムのレンタルなど新たなビジネスも定着し、雇用

の創出にもつながっています。 

資源の循環利用を目的とした企業間ネットワークが構築され、事業所のごみは、徹底 

した分別のもとほとんどがリサイクルされています。 

●製造業においては 

拡大生産者責任の考え方が浸透し、徹底して環境に配慮した生産システムが採用され

ています。例えば、製品の使用後のことも考慮に入れ、再使用や再生利用が容易となる

ように、あるいは、簡単に修理や点検ができるように、エコデザイン等の観点から設計

や素材に工夫がなされ、環境に優しい良質な製品がたくさん作られています。環境に優

しい良質な製品は、もののライフサイクルにおける環境への負荷が少なく、耐久性にも

優れた、使うほどに愛着が湧くような製品です。それらが人々の生活を一層豊かなもの

にしています。また、製品を使った後、消費者が適正に処理できるように、製品のリサ

イクル等に関する情報提供なども充実しています。 

さらに、生産過程で発生する不用物等は全て、適正に循環利用されるシステムの中で、

最も環境負荷が少ない形で再使用、再生利用されています。こうした環境経営の取組に

より、地域の企業の持続可能性、競争力が高まってきています。 
リターナブル容器の普及が進んでいます。飲料容器については、リターナブルびんが

徐々にかんやペットボトルに取って代わり、全て再使用、再生利用されるとともに、リ

サイクル産業が活発になり新たな雇用も生まれています。 

●ごみ処理の現場においては、 

県内の全ての地域で、持続可能な循環型のごみ処理体系が確立されています。「ごみは

資源」という意識が浸透し、ごみの分別・収集が徹底されるとともに、資源ごみの集団

回収等が活発に行われ、再使用、再生利用できるものは最大限有効利用されています。

再使用も再生利用もできないものについて熱回収等を行う必要最小限の焼却施設と、安

全性や環境負荷低減の観点から埋立以外に適正な処分方法がないものや災害等によるご

みを埋め立てるための最終処分場のみが残っています。ごみ処理に伴うエネルギーの消

費や温暖化ガス、有害物質等の発生などが抑制され、地域のきれいな空気と水、美しい

自然景観が守られています。 
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３ 数値目標 
ごみゼロプランの数値目標は、基本理念の趣旨を踏まえ、「ごみの減量化」「多

様な主体の参画・協働」「ごみ処理に伴う環境負荷の抑制」の３つの観点から、次

のとおり設定します。 

（１）ごみの減量化 
ごみに関する現在のさまざまなデータのうち、『ごみゼロ社会』の概念におい

て特に重要と思われる以下の３つを目標として設定します。 
 

① 発生・排出抑制に関する目標 
指 標 名 目標値 

              
 

ごみ排出量削減率 
 

家庭系ごみ３０％ 

事業系ごみ４４％ 

（対 2002 年度実績） 

【参考】2002 実績 2025 目標

家庭系 535 千ｔ→375 千ｔ 

事業系 252 千ｔ→142 千ｔ 

2002 年度における県内総ごみ排出量 
－目標年度における県内総ごみ排出量

＝ 
2002 年度県内総ごみ排出量 

【目標設定の考え方】 

ごみ減量化に関する第一の目標はごみの発生・排出抑制です。この場合、２段階に分

けて考える必要があります。一つ目は、家庭や事業所からごみとして排出される物の総

量を減らすことで、二つ目は、それらのごみのうち行政の回収ルートにより処理（資源

化、焼却、埋立処分等）される物の量を減らすことです。ごみゼロ社会実現のためには、

前者が最も大切なことはいうまでもありません。しかし、現時点ではその実態が十分把

握されていないため、数値目標として設定することは困難です。 
このため、まずは、行政が回収するごみの量を極力減らすことを、目標として設定す

ることとします。その際、住民、事業者それぞれが、自らのごみ減量に関する明確な目

標と責任のもとに取り組むことが重要です。 
また、将来に向けた課題として、民間の回収ルートを含め、ごみの発生に関する実態

を把握できる仕組みの構築に取り組むことが重要です。 
 

② 資源の有効利用に関する目標 
指 標 名 目標値 

              
資源としての再利用率 

 

５０％ 
【参考】2002 実績 2025 目標

14.0％ → 50％ 

県内総ごみ排出量のうち、 
再利用された量 

＝ 
県内総ごみ排出量 

 【目標設定の考え方】 
やむを得ず排出された「ごみ」については、「ごみゼロ社会実現に向けた基本方針」

に掲げた取組の優先順位の原則に基づき、最大限資源として有効利用するとともに、ど

うしても資源として利用できないもの、あるいは、有害物質を含むものなどについては、

適正に処分することとなります。 
資源の有効利用に関しては、「ごみ」として排出された不用物をできる限り再使用又

は再生利用していくことを、目標として設定することとします。その際、単に再使用、

或いは、再生利用すれば良いとするのではなく、コスト面から効率性の追求や、環境面

からより環境負荷の低いシステムの選択などを前提として、目標達成に向けた取組を進

める必要があります。 
なお、ごみの焼却時に発電等を行う熱回収については、焼却せざるを得ない廃棄物等

の排熱を有効利用する限りにおいては、化石燃料の消費抑制等にもつながるため、ごみ
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の資源としての利用方法の一つと位置づけられます。ただし、エネルギー利用効率の観

点や、「ごみは燃やせばリサイクルになる」という認識が一人歩きすることなどから、

“再利用”には含めないこととします。 
２００７（平成１９）年度以降は、資源物の高騰を背景に、民間での直接取引の増加

等により、資源としての再利用率は減少傾向となっています。一方、集団回収や熱回収

を含めた資源化率については、順調に推移していることから、これを参考指標として設

定することとします。 
 

③ ごみの適正処分に関する目標 
指 標 名 目標値 

              
ごみの最終処分量 

 

０ｔ 
【参考】2002 実績 2025 目標

151,386ｔ → ０ｔ 

県内総ごみ排出量のうち、 

最終処分された量（災害等 
特殊要因によるものを除く） 

＝ 

【目標設定の考え方】 
資源として有効利用されない「ごみ」については、必要に応じて焼却処理などを行い、

最終的に適正な形で埋立処分されます。この最終処分については、ごみの発生・排出抑

制の取組や再資源化、焼却等に関する技術の開発等が大きく進展すれば、今後大幅に減

少する可能性もあることから、最終処分量をできる限りゼロに近づけていくことを、目

標として設定することとします。 
ただし、再資源化過程における混入不純物や中間処理残渣など、現段階では埋立処分

以外に適当な処理方法が見あたらない物や、災害等により一斉かつ大量に発生した分別

されていないごみなどについては、今後も埋立により処分する必要が生じることが十分

想定されます。また、当然ながら、最終処分量を一気にゼロにすることは不可能です。

こうしたことから、当面は一定の最終処分場の残余容量を確保していく必要があります。

また、各市町の最終処分場の保有状況は大きく異なるため、個々の市町の実情に応じて

取り組んでいくことが重要です。 
 

〔注〕 ⅰ）“量”は、重量とします。 

ⅱ）“排出量”は、行政が収集・処理した量です。 

ⅲ）“県内総ごみ排出量”には、集団回収分は含みません。 

ⅳ）“再利用”とは、再使用（リユース）及び再生利用（マテリアルリサイクル、ケミ
カルリサイクル）を指し、いわゆる熱回収（サーマルリサイクル）は除きます。 

ⅴ）再利用率の積算について 
上記ⅳ）から、“再利用”の量は、p.12 の総資源化量（183,305ｔ）から、「集団

回収量（29,629ｔ）」と、p.12 の中間処理後資源化量（89,355ｔ）に含まれる「ご
み燃料化施設の処理に係る資源化量（21,880ｔ）及び焼却施設に係る資源化量
（21,015ｔ）」を除いたものとします。 

従って、２００２（平成１４）年度における再利用率は、以下のとおり算出され
ます。 
 
                          
                        ＝      ≒14.0％ 

総資源化量－（集団回収量＋ごみ燃料化施設の処
理に係る資源化量＋焼却施設に係る資源化量） 110,781ｔ 

県内総ごみ排出量                 786,931ｔ 
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☆プランに掲げる数値目標に関する進捗状況 

 

（１）ごみの減量化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（トン／年）

535,198 532,533 545,377 531,717 531,070 514,185 495,853 476,621

(△0.5%) (1.9%) (△0.7%) (△0.8%) (△3.9%) (△7.4%) (△10.9%) (△6%)

251,733 245,804 227,909 218,005 209,362 208,987 188,216 177,376

(△2.4%) (△9.5%) (△13.4%) (△16.8%) (△17.0%) (△25.2%) (△29.5%) (△5%)

14.0% 15.0% 15.7% 15.8% 16.3% 15.2% 14.4% 13.3% 21.0%

110,781 116,414 121,547 118,549 120,776 110,626 99,019 87,093

22.4% 28.4% 28.4% 30.8% 31.8% 31.2% 31.0% 30.0%

183,305 229,597 228,092 238,484 243,623 233,108 220,232 203,796

29,629 30,049 28,639 24,868 25,163 24,660 27,395 25,776

151,386 124,105 122,077 96,697 83,051 83,640 69,664 64,586 81,000

(△18.0%) (△19.4%) (△36.1%) (△45.1%) (△44.8%) (△54.0%) (△57.3%)

      集団回収量

資源としての再利用率

（参考）資源化率

    最終処分量

家庭系ごみ

ごみ排出量
(2002年度比）

事業系ごみ

資源化量

2002年度 2003年度 2004年度指標名 2005年度 2007年度
短期目標

(2010)
2006年度 2008年度

2009年度
（速報値）

 

 

（２）多様な主体の参画・協働 

指標名 2004 年 
調査結果

2007 年 
調査結果

2010 年 
調査結果 

短期目標 
(2010 年度)

ものを大切に長く使おうとする県民の率 58.2% 58.3% 59.4% ８０％ 
環境に配慮した消費行動をとる県民の率 39.4% 40.2% 41.3% ６０％ 
食べ物を粗末にしないよう心がけている県民
の率 

38.5% 40.6% 47.3% ６０％ 

ごみゼロ社会実現プランの認知率 － 45.6% 36.8% ９０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

第第４４章章  目目標標達達成成ののたためめのの具具体体的的なな取取組組  

１ 取組の基本的な視点 

ごみゼロ社会実現に向けては、次の視点から取組を進めていきます。 

①意識・価値観・行動の転換 

さらなるごみの減量化のためには、人々のライフスタイルや生産者の事業活動

のあり方にまで踏み込む必要があります。例えば、“スローなライフスタイル”

すなわち、「手間暇をかけること、良い物を大切に使うことに価値を見い出すこ

とのできる生活様式」が見直されてくるといったことが、今後とても大切になっ

てきます。こうした考え方のもと、 

 「ごみは適正に処理すれば良い」という意識から、「まずごみを出さない」

という意識へ 

 「燃える・燃えない」というごみの分別から、「資源化できる・できない」

という分別へ 

 「効率性・経済性と環境保全はトレードオフ＊の関係」という考え方から、「そ

れらを両立させる」という考え方へ 

 「目先の利便性優先、量の豊かさ志向」のライフスタイルから、「環境への

配慮優先、質の豊かさ志向」のライフスタイルへ 

と、さまざまな意識や価値観、行動の転換を促す取組を積極的に展開していきま

す。 

②取組に関する優先順位の明確化 

大切なことは、ごみを“ごみ”として管理（処理）することではなく、まずご

みの発生を抑え、ごみを“未利用資源”として管理（再資源化・利用）すること

です。 

このため、第一に、物をなるべく長期間使用する、あるいは、耐久性の高い物

づくりを行う、過剰包装をしないなど、そもそもごみが発生しないよう努める必

要があります。次に、やむを得ずごみとして発生した物については、製品や部品

としてそのまま再使用することが、まず優先されます。再使用できない物は、原

材料として再生利用する必要があります。再生利用もできない物は、熱エネルギ

ーとして回収し暖房や給湯、発電などに有効利用することとなります。最後に、

どうしても資源として有効利用できない物は、環境に負荷を与えない方法で適正

に処分しなければなりません。 
このように、①発生抑制 ②再使用 ③再生利用 ④熱回収 ⑤適正処分とい

う取組の優先順位を明確にし、戦略的かつ効率的に進めます。 

③多様な主体の役割分担の再構築と連携・協働 

「ごみゼロ社会」は一朝一夕に実現するものではありません。ごみに関わりの

あるあらゆる個人・組織が、ごみをなくそうとする熱意、相互の連帯協力、実践

における忍耐力を長期間維持しつつ取り組むことにより、初めてその姿が見えて

くるものです。 

また、「家庭・事業所はごみを出し、行政は適正に処理する」といったような、

これまでの住民、事業者、行政の役割分担では、上手くいきません。それぞれが

できること、やらなければならないことに主体的、積極的に取り組むことが不可

欠です。 
このため、県民、事業者、民間団体、市町、県などさまざまな主体が、「ごみ

ゼロ社会」実現に向けて役割分担を再構築し、連携・協働して取り組みます。 
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④ごみを資源ととらえた地域づくりの展開 
ごみの減量化については、地域の自然的社会的条件やごみ処理の実情など地域

の特性に応じて対策を講じることが効果的です。このため、地域でよく話し合っ

て良い方法を考え、自らの責任において実行していくことが非常に大切となって

きます。 

また、現在焼却や埋立により処分されているごみの中には、資源として循環利

用できるものが多く含まれています。ごみを地域資源と考えれば、地域産業との

融合や、高齢者の活力導入、コミュニティの再生などに向けた新たな地域づくり

の展開が可能となります。 

こうしたことから、地域の創意工夫による、ごみを資源ととらえた地域づくり

に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 31 - 



 
 

２ 取組の基本方向 

（１）拡大生産者責任の徹底 
（拡大生産者責任を取り巻く現状） 

ごみゼロ社会実現のために最も大切なことは、何より「ごみを出さない」こと

です。このごみの発生・排出抑制については、廃棄物のより少ない製品の製造・

販売、あるいは、再使用や再生利用をしやすい製品の製造・販売を行う立場にあ

る製造者や流通・販売事業者等の取組が重要です。このため、循環型社会形成推

進基本法において、事業者の「排出者責任」が明確化されるとともに、「拡大生

産者責任」の一般原則が確立され、ごみの発生・排出抑制等に関する事業者の責

務が明らかにされました。また、家電リサイクル法や容器包装リサイクル法、資

源有効利用促進法など各種リサイクル関連法において、個別品目別のごみの発生

抑制、リサイクル等に関する事業者の義務が規定されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※循環型社会形成推進基本法 PR 用パンフレット（環境庁（現環境省））から 

 
 
 
 

拡大生産者責任とは?（「平成１５年版循環型社会白書」から） 
 EPR：Extended Producer Responsibility。生産者が、その生産した製品が使用され、廃棄された
後においても、当該製品の適正なリサイクルや処分について物理的又は財政的に一定の責任を
負うという考え方。具体的には、製品設計の工夫、製品の材質・成分表示、一定製品について廃
棄等の後に生産者が引き取りやリサイクルを実施すること等が含まれる。 

こうした法律の規定や国民のごみ問題への意識の高まりなどから、事業者にお

いてごみ減量化やリサイクル促進の取組が進みつつあります。 
しかし、消費者からすれば、減らすにも限界がある容器包装や使い捨て製品の

ごみ、交換する部品がないとか修理するより買った方が安いといった理由でごみ

として捨てられる製品がまだまだ多く、事業者における製品等の製造・販売段階

での一層の工夫・配慮が望まれます。また、循環型社会の形成に必要な経済社会

の仕組みが、十分に制度化されていないといった声もきかれます。 
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（さらなる拡大生産者責任の取組推進） 
こうしたことから、今後、国や産業界において今以上に拡大生産者責任の徹底

に取り組んでいく必要があります。 
一方、こうした事業者の経済活動のあり方に関わる分野については、地方自治

体レベルでは有効な対策が講じにくいという面もあり、これまでの県・市町の取

組は十分とは言えない状況です。しかし、国や産業界の取組に期待するだけでは、

２０年後のごみゼロ社会を展望することはできません。 
このため、地方自治体においても、拡大生産者責任の徹底に向けた取組を積極

的に推進していくことが重要です。例えば、拡大生産者責任に関する調査研究を

行い、事業者への啓発や国、産業界への提言を行うとともに、有機性ごみの地域

内循環の促進、地方環境税等経済的手法の活用など、地域で取り組める方策につ

いても具体的な検討を進める必要があります。 
 

（拡大生産者責任の徹底を促す消費者の取組推進） 
また、ごみの発生・排出抑制については、個人の「ライフスタイル」や「消費

行動」が大きく関係していますが、これらと事業者の「経済活動」はある意味で

背中合わせの関係と言えます。「ライフスタイル」や「消費行動」は「経済活動」

の方向に影響を受けやすいという面がありますが、「ライフスタイル」や「消費

行動」の変化が「経済活動」に大きなインパクトを与え、新たな商品・技術の開

発や企業経営の変革を促す場合もあります。 
このため消費者も、よりごみが少なくなるような商品やリサイクルしやすい製

品、長く使える製品を購入するとか、壊れても修理して使うなどの行動を積極的

にとり、事業者にとって「ごみが出ない」「ごみになりにくい」というのが「い

ちばんの商品」となるような環境づくりを進める必要があります。 
例えば、ごみ減量化に関する消費者への啓発と併せて、製品やサービスについ

て、そのライフサイクルにおける環境負荷に関する情報の表示を進めるなどによ

り、グリーン購入を一層推進していくことが求められます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

- 33 - 



 
 

（２）事業系ごみの総合的な減量化の推進 

（事業系ごみを取り巻く現状） 

事業系ごみは本来排出した事業者にその処理責任があり、事業者は、法律やそ

れぞれの市町の規定に従い適正にごみを処理しなければなりません。また、自ら

ごみの減量化や分別の徹底、再資源化などに積極的に取り組む必要があります。 

こうした中で、事業系ごみについては、総排出量が近年は、市町における事業

系ごみ処理手数料の値上げ、事業系ごみの市町への搬入制限、事業者自らの発生

抑制の取組等により減少傾向にありますが、ごみ処理実態に見合った適正なごみ

処理単価になっていないことや、家庭系ごみへの混入、分別の不徹底といった課

題があります。また、少量の事業系ごみの排出事業者へのきめ細かい対応の必要

性なども指摘されています。 

このため、行政としても、事業者に対する排出者責任の啓発や減量化・再資源

化の促進などの対策を積極的に講じる必要があります。一部の市町村では、減量

計画書の提出を義務づけるなどの施策を実施していますが十分とは言えない状

況であり、減量化等対策の一層の推進が求められています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（財）三重県生活衛生営業指導センターが平成１５年度に取りまとめた「廃棄物の処理の

実態調査－アンケート調査報告書」では、以下のような結果が出ています。 

＊調査対象  旅館同業組合や喫茶飲食同業組合など生活衛生営業関連同業組合

に所属する４，３４３の事業者 

＊回収率  53.9％ 

＊関連する主な内容  

  ・ごみ処理について…市町村に任せているので、何も考えていない      40.2％

              県や市町村・組合の指導を待っている           7.3％

・食品リサイクル法について…知らない                         22.2％

                   法律の説明を聞いたことがない          83.7％

・今後のごみ対策について…何も考えていない                   38.4％

                    公的機関による専用処理施設の建設を希望  28.7％

・今後生ごみ対策の講習会への参加意思…参加する考えはない        49.5％

 

（取組の課題） 

そこで、今後はまず事業系ごみの実態を把握し、より計画的、効果的に施策を推進

していく必要があります。事業系ごみについては、多くの場合、事業者が市町の許可

業者に収集運搬を委託する、あるいは、事業者自ら運搬するという形で処理施設に搬

入されており、その排出から搬入までの実態が十分把握されていません。 
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    ※事業系ごみの収集運搬方法             （数値は、市町数） 

 直営 委託 許可 なし 

可燃ごみ 0 0 25 4 

不燃ごみ 0 0 21 8 

資源ごみ（紙） 0 0 12 17 

資源ごみ（金属） 0 0 14 15 

資源ごみ（ペットボトル） 0 0 13 16 

              「一般廃棄物処理事業のまとめ（平成 20 年度）」から抜粋 

· 直営：市町が直営で実施 
· 委託：市町が委託により実施 
· 許可：市町の許可業者が事業者からの委託を受け実施 

 

費用負担のあり方に関しては、例えば、市町の事業系ごみ処理手数料の金額が

実際の処理コストと比較して低すぎる場合などは、処理責任との兼ね合いから適

正かどうかや、ごみの発生抑制インセンティブも働きにくいといった観点から、

料金体系の見直しを行うことなどが重要となってきます。 

また、家庭系ごみへの混入等への対応として、少量排出事業者の適正な処理を

促進するような仕組みづくりや、事業規模・業種を考慮したガイドラインなどを

活用したきめ細かい指導・啓発に取り組む必要があります。その際、環境認証の

取得など環境保全活動が事業者の経済的な発展につながる環境経営の推進を一

体的に進めることが重要です。 

また、業種によっては生ごみや紙ごみなどの再資源化に取り組みやすい場合が

あるため、そうしたものを中心に、分別を徹底し、積極的に再資源化を進める必

要があります。 

例えば、事業系の生ごみは、比較的均質で一定量がまとまって排出されるため、

家庭からの生ごみに比べより効率的、効果的に堆肥化等を進めることが期待でき

ます。 

また、オフィスから排出される新聞、段ボール以外の紙ごみや OA 用紙につい

ては、少量では再資源化のための回収ルートに乗せることが困難ですが、中小の

事業者が「オフィス町内会」といった組織を作り一定量を確保することにより、

再生利用が可能となります。機密書類などをファイルに綴じた状態でダンボール

箱に梱包したまま再生利用している事例もあります。 

さらに、上記以外の新たな再資源化の手法の確立等に向け、事業系ごみの再資

源化についての技術開発や調査研究などを、産学官の連携により進めることが必

要です。 
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（３）リユース（再使用）の推進 
（リユースを取り巻く現状） 

リユース（再使用）することは、ごみの発生・排出を抑制するうえで、非常に

重要かつ効果的な取組です。リデュース（発生・排出抑制）、リサイクル（再生

利用）と合わせて、循環型社会構築のための基本的な取組“３つのＲ”としてそ

の推進の必要性が叫ばれ、取組が進められてきましたが、自治体や地域のレベル

では十分とは言えない状況です。 

リユースを取り巻く状況を見ると、例えば、飲料容器に関しては近年、缶やPET 

ボトル、紙コップなどの使い捨て容器が急増しており、一升びんやビールびんに

代表される再使用可能なびんが大きく減少しています。使い捨て容器については、

容器リサイクル法などその回収、再資源化の仕組みも整ってきており、資源化率

も向上してきていますが、ごみゼロ社会の実現に向けては、回収・再資源化のた

めのコストの負担やエネルギー・天然資源の消費などを考えると、「使い捨てか

らリユースへ」という大きな流れをつくることが不可欠です。 

《ＬＣＡ手法による容器間比較》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（リユース容器普及の仕組みづくり） 

使い捨て容器のリユースを進めるには、さまざまな課題がありますが、全国各

地で、リターナブルびんの良さの再認識や利用の促進、サッカースタジアムやイ

ベント会場等におけるリユースカップシステムの導入、リユース食器や移動食器

各容器(500ml)のシナリオ設定

  容器の 
重量  

再生原 
料使用 
率   

容器 to
容器率 

カスケ

ード率

埋立て

率

PET ボトル   32g   0%   0% 32% 67%
  190g   52%   54% 6% 38%

ワンウエイびん（未来型）  190g   70%   73% 21% 5%
  199g   52%   53% 6% 40%

リターナブルびん（未来型）  199g   70%   72% 21% 6%
アルミ缶   15g   60%   58% 19% 22%
アルミ缶（未来型）  15g   81%   88% 0% 11%
スチール缶    

ワンウエイびん 

リターナブルびん 

ＣＯ２ 排出量の比較 
0.0 0.1 0.2 0.3

ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ

ﾜﾝｳｪｲびん

ﾜﾝｳｪｲ未来

CO2(kg)

ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ 5

ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ 5 未来

ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ 20

ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ 20 未来

ｱﾙﾐ缶

ｱﾙﾐ缶未来

ｽﾁｰﾙ78g   0%   0% 87% 12% 缶 3P

ｽﾁｰﾙ43g   0スチール缶    %   0% 87% 12% 缶 2P

紙容器   19g   0%   0% 25% 74% 紙容器

紙容器   19g   0%   0% 25% 74% 紙容器ﾊﾞｲｵ

水資源消費量の比較 
0 2 4 6 8 10 12

ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ 
ﾜﾝｳｪｲびん 
ﾜﾝｳｪｲ未来 
ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ 5 

ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ 5 未来 
ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ 20 

ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ 20 未来 
ｱﾙﾐ缶 

ｱﾙﾐ缶未来 
ｽﾁｰﾙ缶 3P 
ｽﾁｰﾙ缶 2P 

紙容器 
紙容器ﾊﾞｲｵ 

水(kg)

水質汚濁物質 BOD,COD,SS 排出量の比較 
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ

ﾜﾝｳｪｲびん

ﾜﾝｳｪｲ未来

ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ 5

ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ 5 未来

ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ 20

ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ 20 未来

ｱﾙﾐ缶

ｱﾙﾐ缶未来

ｽﾁｰﾙ缶 3P

ｽﾁｰﾙ缶 2P

紙容器

紙容器ﾊﾞｲｵ

BOD(g)

COD(g)

SS(g)

ｽﾁｰﾙ缶データなし

（バイオマス） 

（２ピース） 
（３ピース） 

出典：2001.8「LCA 手法による容器間比較報告書（改訂版）」容器間比較研究会
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洗浄機のレンタルサービスの提供など、リユース促進に向けた動きが広がりつつ

あります。今後こうしたリユース容器普及の仕組みづくりなどの取組を積極的に

進めることが必要です。 

 

 

● リユースカップをイベントなどで繰り返し使うための食器洗浄車が、現在、石川県、札幌市、仙

台市などで貸し出しされています。以下はそれを利用した場合と紙コップを使った場合の環境負

荷の比較。 
 

図：小規模イベントでゲシルモービル（札幌市のアラエール号）を利用したリユースカッ

プ・システムを導入した場合と、紙コップの環境負荷の比較 

左の結果は、食器洗浄車の

移動距離、カップの利用個

数などにもちろん左右される

が、リユース食器やビールの

サーバーなども利用すること

により、かなり環境負荷が削

減できることが明らかになっ

た。 

 

出典：平成15年度リユースカ

ップ等の実施利用に関する

検討調査報告書 
 

 
（レンタルやリースの推進） 

また、一つの製品を多くの人が何回も繰り返し使用することも、リユースを推

進するうえで非常に重要です。製品そのものを所有するのではなく、製品の機能

だけを利用するシステムを活用することにより、より少ない製品でより多くの人

のニーズを満足させると同時に、ごみとなる使用済み製品を少なくすることが可

能になることから、リースやレンタルなどを推進する必要があります。 
さらに、同じ製品を長く使い続けることも、ごみの発生を抑えるのにとても大

切なことです。製品が故障したり、古くなって機能に満足できなくなったりした

とき、修理やアップグレードを行い同じ製品をできるだけ長期間使い続けること

を、（リユースの一つの形態として）これまで以上に推進していく必要がありま

す。 
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ことが、原因として考えられます。 

分別収集量については、容器リサイクル法の施行以来増加を続けてきましたが、

プラスチック容器包装を除いて、平成 19 年度を頂点として減少傾向にあります。

これらは、３Ｒ運動等による排出抑制効果もあると思われますが、民間事業者に

よる回収、再資源化などが進んでいる現状があり、自治体による回収が減ってい

ることが考えられます。 

こうしたことから、容器包装ごみの減量・再資源化については、容器包装リサ

イクル法に基づくごみの分別収集、再資源化の推進といった取組を積極的に進め

るとともに、コストの削減等に向け収集・運搬体制を見直すなど容器包装ごみ処

理のシステムの効率性を一層高めていく必要があります。 
また、平成 18 年の容器リサイクル法の改正により、事業者が市町に「合理化

拠出金」を支出する仕組みが創設され、平成 20 年度に施行されたことから、市

町においては、より多くの拠出金が配分されるよう、質の高い分別収集の実施が

求められます。 
≪容器包装リサイクル法の仕組み≫ 
 
 
 
                         分別排出 

 
 

                         引き取り 

                          
 
 
                     再商品化 義務履行（委託） 

 
 
 
 
 
                     再商品化委託 

一般家庭 
（例）ガラスびんを色別（無色、茶色、その他）に分けて排出 

市町 
分別収集（例）ガラスびんを色別に収集 

特定事業者 
[容器の製造等事業者、容器包装を用いて中身商品を販売する事業者等] 
（例）びんの製造メーカー、酒・清涼飲料等メーカー 

指定法人 
（財）日本容器包装ﾘｻｲｸﾙ協会 

（例）特定事業者の義務を代行

して市町が分別収集したびん

を引き取って再商品化 

再商品化事業者
（例）ガラスびんを色別に破砕してびん、タイル、ブロッ

ク、舗装材料等の原材料に利用、販売 

小
売
店
等

を
通
じ
て

回
収 

自主回収ﾙｰﾄ 独自ﾙｰﾄ 指定法人ﾙｰﾄ 

市

町

の

役
割 

消
費
者
の

役
割 

事
業
者
の
役
割 

（
従
来
の
リ
サ
イ
ク
ル
で
は
、
市
町
の
役
割
） 
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≪対象容器包装の追加≫ 
        平成９年４日～         平成１２年４月～ 

ガラスびん ガラスびん 

ペットボトル ペットボトル 

プラスチック製容器包装 

紙製容器包装 

スチール缶 

アルミ缶 

紙パック 

段ボール 

スチール缶 

アルミ缶 

紙パック 

市町が分別収集した段階で有償のた
め、再商品化の義務が生じないもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（容器包装そのものの減量化推進） 

このほか、容器包装ごみについては、流通・販売段階における過剰な容器や包

装を省くことが非常に重要です。また、容器や包装自体は省けなくても、「容器

や包装の量（重量・容積）を減らす」など、できるかぎり容器包装ごみが少なく

なるよう容器や包装の製造段階における配慮が求められます。このような観点か

ら、事業者においては、容器包装の削減、簡素化などを主体的に進める必要があ

ります。また、消費者も積極的に、容器包装ごみの出ない商品や容器包装の簡素

な商品を購入するとか、量り売りなど容器包装ごみの出にくいサービスを利用す

るなど、容器包装ごみの減量化に配慮する事業者を後押しする必要があります。 
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（５）生ごみの再資源化 

（生ごみを取り巻く現状） 
平成 22 年度の県内ごみ組成分析調査の結果では、家庭系ごみに占める生ごみ

の割合は、重量比で 43.5％、容積比で 11.7％となっています。また、平成 21 年

度における三重県の焼却ごみ量のうち約２割を占めており、プラスチックごみや

紙ごみ同様その発生・排出抑制、再資源化は大きな課題です。 
また、「ごみゼロ社会」をめざす県民

アンケートによれば、暮らしの工夫によ

り家庭で減らせるごみとして、回答者

の６割以上が“生ごみ”を挙げています。

実際、全市町で生ごみ処理機等の購

入助成を行っており、当該助成を受け

て、家庭で生ごみの減量化、コンポス

ト化に取り組んでいる方も相当数いま

す。 

●今後、あなたが、暮らしの工夫によって「家庭か

ら出る量を減らせる」と思えるものはどれです

か？  

45.4%

63.4%

32.7%

9.1%

3.1%

4.3%

2.8%

0.3%

0.3%

1.1%

1.0%

1.5%

0.4%

0.1%

0.0%

0.8%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

調理くず

食べ残し

賞味期限切れ食品

紙容器、紙袋や包装紙

新聞

チラシ

雑誌

段ボール

紙パック

古着類

ペットボトル

レジ袋

プラスチック容器

びん

缶

粗大ごみ

その他  

このように、生ごみについては、

県民の意識や関心も高く、そのこと

を効果的に実践活動につなげてい

く必要があります。 
（取組の課題） 

こうした中、プラスチックごみや

紙ごみについては､その大部分を占

める容器包装類の再生利用等を進めるための法律が定められていますが、生ごみ

については、食品関連事業者の排出する生ごみ等の再生利用を進める食品リサイ

クル法が制定されてはいるものの、家庭系生ごみの減量化等を促進するための法

制度的な枠組みは今のところありません。 
一方、地域において市町や地域住民、ＮＰＯ等が主体となり、衣装ケース方式

での生ごみ堆肥化などの取組が積極的に進められています。中でも、鳥羽市のリ

サイクルパークでは、ＮＰＯが運営主体となり、生ごみの堆肥化が順調に進み、

大台町でも同様の動きがみられます。紀宝町や名張市では生ごみ堆肥化について

市町全域への展開に向けて検討が進められています。しかし、堆肥化施設の整備

やその用地の確保、堆肥の品質管理や需要喚起、生ごみの分別精度の向上などの

問題から、ごみ減量化やコスト削減に大きな成果を上げるまでには至っていない

のが実情です。また、事業運営が比較的良好なケースにおいても、対象が市町内

の一部地域に留まっている、協力者・参加者が限られているなどの課題を抱えて

います。また、地域においては、今後増えるであろう高齢者の活力や遊休農地等

の有効利用を進めることも課題となっています。 
このため、生ごみ堆肥化事業の広域的な展開や継続性の確保に向けて、より効

果的・効率的で持続可能な生ごみの再資源化システムを構築する必要があります。

その際、できた堆肥等の需要を確保するため、事業の計画段階から農家や農林水
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正”かどうかという観点からごみ処理システムを構築していく必要があります。 
 
《平成 22 年度「ごみゼロ社会」をめざす県民アンケート結果より》 
●ごみ有料化に対する賛否（出したごみの量に応じて、多く出した者が多く負担するごみ
の有料化についてどう思いますか？） 

   
 
 
 
 

 

選択肢            件数   割合(%) 
１ 賛成                                 ７４４   ２３．６ 
２ どちらかというと賛成                      １３５３   ４２．９ 
３ どちらかというと反対                       ６４４   ２０．４ 
４ 反対                                 ３０９    ９．８ 

無回答                                １０４    ３．３  
全 体            ３１５４  １００．０ 

同時に、有料化など住民生活に大きな影響を与える施策の導入に関する意思決

定にあたって、住民に対して必要な情報をどれだけ的確に提供し、合意形成をど

のように進めるかということも非常に重要です。 

例えば、市町が有料化を政策テーマとすることで、今までごみに全く関心がな

かった住民が関心を持ち、地域での議論が活発化することもありますが、それ自

体大きな成果です。新たな施策・制度の内容と併せてそれらを導入することによ

る住民のメリット・デメリット、さらには収入の使い道などについて、きちんと

説明することが必要です。 

 
（システムの効率性の向上） 

また、市町のごみ処理システムについては、“公正”であることに加えて、“効

率性”を高めることが求められます。公正であれば、そのことで直ちに最適なシ

ステムとなるとは限りません。ごみの処理は、個人の意識やライフスタイル、企

業の経済活動の変化等に直接受ける影響が大きく、十分に先を見越して議論を尽

くしたとしても結果的に、費用対効果の低いシステム、住民等に余分な負担を強

いるシステムとなってしまう可能性があります。 
例えば、再生可能資源物については、多くの地域で、市町の収集ルートと個々

の事業者の処理ルートという２つのリサイクルシステムが共存していますが、市

町が再生可能資源物をごみとして集めるよりも、住民（排出者）と事業者（生産

者）の間で循環させることがより効率的、経済的である可能性があり、そのため

にどのような制度設計が良いのか考えることが重要です。 
このため、地域団体による集団回収など既存の仕組みの活用や、事業者やＮＰ

Ｏ等による新たな拠点回収システムの構築などを進めるとともに、行政は県民に

対して、こうした仕組みがもたらすコスト削減などの効果等をもっとＰＲしてい

く必要があります。 
 

（情報の多面的な把握と発信） 

システムの公正さや効率性を高めていくためには、まず、現在のごみ処理シス

テムに関する情報を多面的に把握することが重要です。 

例えば、廃棄物会計やごみ処理カルテ等の手法を用いて、コストや環境負荷、
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エネルギー消費、費用負担のあり方などの観点から現在のごみ処理システムを評

価するとともに、県内のベストプラクティスを地域間で共有し積極的に取り入れ、

より公正で効率的なシステムへの転換につなげていく必要があります。 

また、近年は、ごみ問題に関する住民の意識も高まっており、分別したごみが

どう再利用・処分されているか、そのための費用はどれくらいか、環境に与える

影響はどうかといった点についても、積極的に情報発信することが求められてい

ます。 

このため、市町のごみ処理事業について、情報発信の内容や媒体、機会を充実

させるなど、住民からよく見える仕組みとする必要があります。 

 

（８）ごみ行政への県民参画と協働の推進 
（県民参画等の推進） 

住民や事業者は、ごみの発生・排出の抑制、分別の徹底、再利用を進めると

ともに、行政のごみ減量化施策等に協力する責務があります。また、市町は、

法律の規定により、一般廃棄物の処理について統括的な責任を有し、一般廃棄

物処理計画を定めて区域内の一般廃棄物の処理を行うこととされています。 

このことからも、ごみゼロ社会の実現のためにはまず、住民、事業者、行政

それぞれが、自らの役割を認識し、できること、やらなければならないことに

自発的、主体的に取り組むことが不可欠ですが、住民や事業者のごみ減量活動

の方向やその効果が、市町のごみ処理システムにより大きく左右されるという

ことも否めない現実です。一方、市町も、住民や事業者の理解と協力がなけれ

ば、ごみ行政を効率的、効果的に運営することができません。 

そこで、住民や事業者が、ごみを自らの問題と捉え、市町とともにごみ政策

のあり方や具体的なごみ減量化方策について考えるなど、ごみ行政に参画する

ことが不可欠であると考えられるようになってきました。 

また、地域におけるごみ問題の解決のための取組について、行政主導で進め

るのではなく、県民と行政が各々の特性や能力に応じて適切に役割分担しなが

ら、自主的・自発的にごみ減量活動などに取り組むことが重要となってきまし

た。 
このため今後は、ごみ行政への県民参画やごみ行政における県民との協働（以

下「県民参画等」といいます。）を積極的に推進していく必要があります。 

《平成 22 年度「ごみゼロ社会」をめざす県民アンケート結果より》 
●ごみゼロ社会実現プランづくりへの県民参加の必要性（プランづくりには、できるだ
け多くの県民が参加することが必要だと思いますか？） 

   選択肢            件数   割合(%) 
１ とてもそう思う               １３１７  ４１．８ 
２ 少しそう思う                １３８１  ４３．８ 
３ あまりそうは思わない                   ３３５  １０．６ 
４ 全くそうは思わない                     ２８   ０．９ 

無回答                          ９３   ２．９  
全 体       ３１５４  １００．０ 
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（プランニングにおける県民参画等） 

県民参画等には大きく２つのかたちがあります。まず、ごみ行政のプランニ

ングの段階における県民参画等です。ごみ行政の基本となる計画づくりや施策

等の企画立案の過程に県民が参画し、行政と協働していく必要があります。 

その際、県民参画等が実質的なものとなるためには、県民に対する啓発や環

境学習・環境教育、より具体的でわかりやすい情報提供が不可欠です。特に、

ごみの再資源化のためのコストや環境に与える影響、住民主体のリサイクル活

動なども含めた、ごみ処理に関する総合的な情報の提供が望まれます。一方、

県民参画等そのものが、非常に効果的な啓発、環境学習等の機会となります。

例えば、県民がごみ処理計画づくりに参画することは、ごみの減量化や分別の

環境保全における必要性、そのための方策などを学ぶことにもつながり、消費

者としての意識の改革にもつながっていきます。 

また、県民参画等の効果をより高めるため、住民、事業者、行政が、それぞ

れの持つ資源（人材・ノウハウ・資金・ネットワーク等）を積極的に持ち寄り、

取組の成果を共有しながら連携・協働していくことが不可欠です。このため、

三者が一体となって計画の推進組織などを立ち上げ、計画等の推進に関して一

定の役割（責任）を担うとともに、県民参画等の裾野を広げる取組などを積極

的に展開していく必要があります。 

 

（実行段階における県民参画等） 
もう一つの県民参画等のかたちは、ごみ行政の実行段階における県民参画等

です。計画の推進や施策等の実施にあたり、県民が、ごみの分別排出などでき

ることは率先して取り組む、行政の施策に協力するなど、自らの役割をきちん

と果たすとともに、ボランティアやＮＰＯ・地域団体として、行政と協働して

いく必要があります。 
また、リサイクル施設等の運営や維持管理、環境学習・ＰＲ・啓発事業等の

企画・実施、分別等ごみ排出ルールの指導徹底といった市町の施策において、

住民、事業者をはじめ、地域団体やＮＰＯ、ボランティアとの協働を推進して

いく必要があります。 
さらに、ＮＰＯ活動等県民主体の取組を発展させるため、地域でごみの減量

化等に取り組む住民、事業者、ＮＰＯ等が、取組における連携・協働を深めて

いくことにより、ネットワークの拡大やそれぞれの活動の発展につなげていく

ことがとても大切です。 

このため、そうした個人や組織に対する交流の場づくりや協働の働きかけが

求められます。また、自分たちの活動が地域社会の役に立っているというよう

な達成感を感じることができる仕組みも必要です。 
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（環境学習・教育の内容の充実） 
そのためには、環境学習や環境教育について創意工夫を重ね内容を充実させて

いくことが求められます。 

ごみ問題は、自分の生活との関わりの中で理解しないと、いくら学習してもご

み問題を自分のこととして考えられませんし、価値観も変わりません。このため、

体験や実践といった視点が重要です。例えば、今の子供たちは、質的に豊かな生

活や環境配慮型のライフスタイルといっても、体験したことがなくイメージもで

きないことから、例えば、２０年後のライフスタイルをある程度まとまった期間

の中で体験させるプログラムの実施なども考えられます。また、学校における環

境教育についても、環境教育プログラムの充実を図ったり、リユースやリサイク

ルの視点を授業に取り入れたりすることでも大いに意味があります。さらに、地

域住民やＮＰＯが環境教育プログラムを実施するような取組も大切です。 

 

（子どもの頃からの家庭や地域における環境学習・教育の推進） 

また、環境学習・教育については、学校はもとより家庭や地域における子ど

もの頃からの環境学習・教育がとても大切です。まず、「物は大切に使う」「食

べ物を粗末にしない」「他人に迷惑をかけない」「社会のルールを守る」など、

難しいことでなく「あたりまえのことを、あたりまえにする」ことが大切です。

これは、大人にも子どもにも言えることであり、全ての県民がこのような意識

を持って行動するとともに、人材育成を学校だけに任せるのではなく、家庭や

職場も含め地域社会全体でこうした価値観を大切にする教育を進める必要があ

ります。また、「ごみを出さないで！」という直接的な啓発だけではなく、日本

人が持っていた“ものを大切に長く使う文化”を再認識させるような教育も必

要です。例えば、「もったいない」という言葉がありますが、物を大切に長持ち

させて使う、無駄をなくすという行為につながる「もったいない」の精神を大

切にし、それを家庭や地域で子どもたちに伝えていくことは、ごみゼロ社会実

現のために誰もができる最も重要なことの一つです。さらに、地域でのこうし

た活動を活性化するためのネットワークづくりなども重要です。 

さらに、子どもの頃の教育だけではなくその後の成長過程のさまざまな段階

で、中学生でも高校生でも大人になっても環境学習や環境教育は必要です。ま

た、単発的ではなく、継続的に進めることが大切です。 

  このため、それぞれの年代に応じた環境学習・教育のプログラムの開発など

が求められます。 

 

（地域の人材を生かす仕組みづくり） 

一方、人材育成を進めても、地域でそうした人たちが十分生かされていない

という現状があります。このため、育成した人材の地域での受け皿の確保や活

動のサポートが重要です。 
現在、三重県環境学習情報センターでは、「環境学習の拠点」として様々な取

組を実施していますが、環境学習等の対象の拡大やプログラムの充実といった
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課題に対処していくことが求められています。このためセンターの機能の強化

と事業の充実を進める必要があります。 
また、ごみゼロの取組を核とした地域のネットワークを広げていくことも大切

です。このため、こどもエコクラブなど地域とのネットワークを持つ既存の組織

と連携・協働を積極的に進めていく必要があります。 
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（１）拡大生産者責任の徹底  

 （２）事業系ごみの総合的な減量化の推進 

 （３）リユース（再使用）の推進 

 （４）容器包装ごみの減量・再資源化 

 （５）生ごみの再資源化 

 （６）産業・福祉・地域づくりと一体となったごみ減量化の推進 

 （７）公正で効率的なごみ処理システムの構築 

 （８）ごみ行政への県民参画と協働の推進 

 （９）ごみゼロ社会を担う人づくり・ネットワークづくり 

 

 

第５章 プランの推進方策 
  １ 中期の目標設定 

  ２ プラン推進のマネジメント 

  ３ プランを取り巻く諸課題 

 

 

第６章 県の行動計画 
 １ 県の役割 

  ２ 県の主な取組 

  ３ ごみ処理施設の整備の方向 


